
令和７年大船渡市大規模林野火災に係る対応状況と取組等の進捗状況について 
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１ 火災対応状況 

  令和７年２月26日 13:02 火災発生覚知 

               【発生場所】赤崎町字合足地内 

               【火災原因】不明（調査中） 

      ３月９日 17:00 鎮圧宣言 

      ４月７日 17:30 鎮火宣言 

２ 被害状況（４月15日17:00現在） 

 ⑴ 延 焼 範 囲 約3,370ha（２月19日発生の火災の延焼範囲を除く。） 

 ⑵ 人 的 被 害 死者１人 

 ⑶ 家屋等の被害 

   住 家  87棟（うち全壊 54棟） 

   非住家 135棟（うち全壊121棟） 

   合 計 222棟（うち全壊175棟） 

（地域別の被害棟数） 

町名 地域 

住家 住家以外 

合計 
全壊 

全壊 

以外 
小計 全壊 

全壊 

以外 
小計 

三陸町綾里 小路 11 2 13 42 2 44 57 

 石浜 5 2 7 12 2 14 21 

 田浜 7 4 11 6 0 6 17 

 岩崎下 1 3 4 5 0 5 9 

 野形 0 0 0 1 0 1 1 

 宮野東 1 2 3 5 1 6 9 

 宮野西 0 0 0 0 1 1 1 

 野々前 1 1 2 11 0 11 13 

 白浜 0 0 0 3 0 3 3 

 港 15 11 26 12 3 15 41 

赤崎町 外口 13 8 21 14 4 18 39 

 合足 0 0 0 10 1 11 11 

合 計 54 33 87 121 14 135 222 
※住家について、罹災証明書等の交付に合わせ、現実に居住のために使用している建物と

して再集計した。居住実態のない、いわゆる空き家については、住家以外に集計した。  
※外観調査及び罹災証明書等の申請により判明した被害棟数であり、今後の調査等により

変更となる場合がある。 

 ⑷ 産業等の被害 

  ア 農林水産業関係 

区分 被害の内容 
被害額 

(千円) 

農業関係 家畜等（ブロイラー）1,925羽死亡(避難指示に伴う被害) 

倉庫焼損 

１事業者 

農家16戸 

1,060 

調査中 

林業関係 特用林産施設（菌床しいたけ栽培施設）２棟全焼 

 うち１棟の施設内の菌床しいたけ栽培用培地8,000個焼損 

林業機械全焼 ４台 

林道 丸太伏工13ｍ、視線誘導標（デリネーター）３本 

１事業者 

 

１組合 

調査中 

 

調査中 

250 

水産業関係 水産業共同利用施設  

作業保管施設（定置漁業用倉庫） １棟全焼 

水産物荷捌施設（ウニ荷捌施設） 貯水槽や配管の焼損 

ふ化場倉庫 １棟全焼 

定置網（倉庫内で保管）４セット（２か統）焼失 

１組合 

 

 

 

１組合 

 

404,120 

19,616 

1,200 

700,000 
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大船渡市漁協及び綾里漁協組合員の倉庫、漁具等焼失 

養殖アワビ事業者 

 アワビ 約250万個へい死（停電等による被害） 

 施設 給水設備焼損、資材置場全焼 

漁港（長崎漁港）内の照明灯 １基破損 

63組合員 

１事業者 

501,800 

 

調査中 

調査中 

250 

  イ 商工・観光業関係 

区分 被害の内容 
被害額 

(千円) 

商工・観光

業関係 

直接的な被害 

（建物焼失、設備・機械の損失、在庫廃棄等） 

間接的な被害 

（予約キャンセル、避難指示期間中の売上減少） 

※被害状況については、継続して調査を実施中 

19事業者 

 

42事業者 

調査中 

 

調査中 

  ウ その他 

区分 被害の内容 
被害額 

(千円) 

情報通信基

盤等 

テレビ共聴施設（綾里地区、長崎地域の７共聴施設でケーブル等の損

傷等） 

調査中 

公共交通関

係 

鉄道施設（橋梁排水施設、枕木、キロポスト等の損傷） 

鉄道の代行バス運行費（避難指示に伴う運転見合せ） 

945 

3,157 

３ 避難状況（４月15日17:00現在） 
 ⑴ 避難所の避難者数 

避難所 避難人員 避難車両 

福祉の里センター 37人 17台 

綾姫ホール 20人 14台 

計 57人 31台 

※避難所における最大避難者数は、1,249人（３月６日18:00、７日 7:00時点） 

 ⑵ 避難所以外の避難者数 
   136人（地域福祉課調べ） 
   ※避難所以外の避難者名簿と、被害が見込まれる住家情報を突き合わせて算出。 

４ 復旧・復興に向けた主な取組等の進捗状況 

 ⑴ 林野火災対応 

№ 課題 取組等の進捗状況 担当部 

１ 鎮火に向けた

現地踏査等 

○鎮火に向けた継続的な活動実施 

・４月５日、地上部隊による林道及び再燃箇所等の調査実施。 

・４月７日、岩手県防災ヘリによる最終調査実施。 

 →同日17:30再燃のおそれがないと判断し、「鎮火」を宣言。 

消防本部 

消防署 

 ⑵ 避難所運営等 

№ 課題 取組等の進捗状況 担当部 

１ 住宅に関する

意向調査 

○意向調査の実施等 

・各種応急仮設住宅への入居希望について、意向調査を実施。 

 →集計結果（３月25日時点）※回答対象61世帯の第１希望 

   公営住宅  21世帯（35％） 

   みなし仮設 14世帯（23％） 

   建設型   24世帯（39％） 

   その他   ２世帯（３％） 

・応急仮設住宅への入居後、改めて住宅再建に係る意向調査を

実施し、被災世帯の個別の再建に向けたフォローを行う。 

保健福祉部 

都市整備部 
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２ 避難所の廃止 ○避難所の廃止 

・応急仮設住宅等への入居状況を確認しながら、廃止時期等を

調整予定。 

○物資集積拠点の移設 

・市民体育館アリーナは、支援物資等を他の公共施設等へ移送

後、４月末から貸出し再開予定。 

総務部 

協働まちづくり部 

保健福祉部 

 ⑶ 被災者支援 

№ 課題 取組等の進捗状況 担当部 

１ 経済・生活面

の支援 

○生活再建支援等 

・被災者生活再建支援金以外の市独自の再建支援策について

は、被災者の住まいの意向確認とともに、他自治体の災害対

応状況等も参考にしながら検討する。 

・被災者の孤立の防止や日常生活を支援するため、被災者見守

り・相談支援事業の実施を検討する。 

○地方税等の特別措置等 

・固定資産税のうち家屋は、被害の程度（半壊～全壊）に応じ

て個別に減免した上で、納税通知書の発送に併せて個別に周

知を図る。償却資産は、申告により減免するため、市ＨＰ等

を通じて広く周知を図る予定。 

・個人住民税は、住家被害の程度（半壊～全壊）に応じて個別

に減免した上で、納税通知書の発送に併せて個別に周知を図

る予定。 

・国民健康保険税、介護保険料及び後期高齢者医療保険料は、

住家被害の程度（半壊～全壊）や被災に係る収入減少の状況

により減免するため、納税通知書の発送に併せて個別に周知

するとともに、市ＨＰ等を通じて広く周知する予定。 

○心身等のケア 

・県等の協力を得ながら、避難所及び避難所以外の避難者、在

宅者の健康状態調査結果に応じた心身等のケアを継続する。 

・食生活改善推進員団体連絡協議会の協力を得ながら、各避難

所において、週１回、栄養バランスを考慮した温かい夕食を

提供する。 

・小中学校においてスクールカウンセラー等により児童生徒の

様子の把握・カウンセリングのほか、教員へのアドバイスを

行っており、今後も継続していく。 

・こども家庭センターの保健師とこども園の保育教諭が連携し

て、園児の見守り、声掛けを継続していく。 

総務部 

保健福祉部 

林野火災対策局 

教育委員会 

２ 被災者の住ま

いの確保・再

建への支援 

○災害廃棄物の早期処理 

・半壊以上の被災家屋等について、公費解体を実施する。 

→４月11日から５月16日まで申請受付 

※申請状況により期間を延長する場合あり。 

→４月28日をめどに解体撤去を開始 

※解体撤去は、周辺環境や作業条件等を考慮し、原則、市

が判断した順番で作業を進める。 

○応急仮設住宅 

・建設型応急仮設住宅の５月上旬の完成を目指して、県により

整備が進められている。 

・被災者の意向調査結果を踏まえ、入居手続を進める。 

・恒久的な住宅への移行に向けた支援策の検討を進める。 

市民生活部 

都市整備部 
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〇住宅の応急修理等 

・市の独自支援策として、小規模な住宅本体やエアコンの室外

機等の補修を行う場合に要する経費に対し、被災住宅補修補

助金を交付するため４月８日から申請受付を開始した。 

３ 中小企業等へ

の支援 

○中小企業等への支援 

・県等と連携を図りながら、市独自の支援策を検討中。 

商工港湾部 

林野火災対策局 

４ 被災した農林

水産業の復旧

支援 

○農林水産業等への復旧支援 

・被害状況等について、早期の全容把握に向け調査中。 

・国事業の活用について、県等の関係機関・団体と調整を図る。 

農林水産部 

林野火災対策局 

５ 森林災害復旧

事業 

○森林災害復旧事業の実施等 

・県と連携しながら、森林や林道等について、被害等の早期の

全容把握に向け調査中。 

・県において治山事業による対策を検討中。 

・今後、県と連携しながら当該災害復旧事業の計画概要書を作

成するなど、事業実施に向けた事務手続を進めている。 

農林水産部 

林野火災対策局 

 ⑷ 組織横断的対応 

№ 課題 取組等の進捗状況 担当部 

１ 被災者ニーズ

の確認と支援

制度の検討 

○被災者等支援制度の調整等 

・地域や関係団体等からの各種要望、産業等への被害状況や事

業活動への影響等を踏まえ、市独自の支援策等を検討してい

る。 

企画政策部 

総務部 

商工港湾部 

農林水産部 

林野火災対策局 

２ 県、県等関係

機関への要望

調製 

○国等への要望 

・国等に対し既存の枠組みを超えた支援策や柔軟な対応、財源

確保、補助事業への技術的支援等について要望を展開する。 

企画政策部 

林野火災対策局 

３ その他 ○災害義援金の配分調整 

・災害義援金配分委員会を４月17日に開催。 

配分方法を協議し、決定した内容に基づき、被災者等に義援

金を支給する。 

保健福祉部 

５ 災害義援金等の受付状況（４月16日 9:00現在） 

 ⑴ 災 害 義 援 金 600,706,279円（7,119件） 

 ⑵ 災 害 見 舞 金 201,435,055円（ 804件） 

 ⑶ 個人版ふるさと納税 160,243,252円（9,419件） 

 ⑷ 企業版ふるさと納税 160,188,900円（  87件） 


